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会議録本文へ
令和六年四月二十三日（火曜日）

　　　　午前九時一分開議

　出席委員

　　　委員長　武部　　新君

　　　理事　熊田　裕通君　理事　笹川　博義君

　　　理事　仁木　博文君　理事　牧原　秀樹君

　　　理事　道下　大樹君　理事　米山　隆一君

　　　理事　池下　　卓君　理事　大口　善徳君

　　　　　　東　　国幹君　　　　五十嵐　清君

　　　　　　井出　庸生君　　　　稲田　朋美君

　　　　　　英利アルフィヤ君　　　　奥野　信亮君

　　　　　　岸　信千世君　　　　島尻安伊子君

　　　　　　谷川　とむ君　　　　中曽根康隆君

　　　　　　中野　英幸君　　　　平口　　洋君

　　　　　　藤原　　崇君　　　　三ッ林裕巳君

　　　　　　山田　美樹君　　　　山本　左近君

　　　　　　おおつき紅葉君　　　　鎌田さゆり君

　　　　　　鈴木　庸介君　　　　寺田　　学君

　　　　　　渡辺　　創君　　　　阿部　弘樹君

　　　　　　斎藤アレックス君　　　　美延　映夫君

　　　　　　日下　正喜君　　　　平林　　晃君
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　　　　　　本村　伸子君

　　　　…………………………………

　　　法務大臣　　　　　　　　　小泉　龍司君

　　　内閣府副大臣　　　　　　　工藤　彰三君

　　　法務大臣政務官　　　　　　中野　英幸君

　　　最高裁判所事務総局総務局長　　　　　　　　　　　　小野寺真也君

　　　最高裁判所事務総局家庭局長　　　　　　　　　　　　馬渡　直史君

　　　政府参考人

　　　（内閣官房アイヌ総合政策室次長）

　　　（国土交通省大臣官房審議官）　　　　　　　　　　　田村　公一君

　　　政府参考人

　　　（こども家庭庁長官官房審議官）　　　　　　　　　　野村　知司君

　　　政府参考人

　　　（法務省民事局長）　　　　竹内　　努君

　　　政府参考人

　　　（法務省刑事局長）　　　　松下　裕子君

　　　政府参考人

　　　（法務省矯正局長）　　　　花村　博文君

　　　政府参考人

　　　（法務省保護局長）　　　　押切　久遠君

　　　政府参考人

　　　（法務省人権擁護局長）　　鎌田　隆志君

　　　政府参考人

　　　（文部科学省大臣官房審議官）　　　　　　　　　　　松浦　重和君

　　　政府参考人

　　　（文部科学省大臣官房文部科学戦略官）　　　　　　　梶山　正司君

　　　政府参考人

　　　（厚生労働省大臣官房審議官）　　　　　　　　　　　斎須　朋之君
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○道下委員　立憲民主党・無所属の道下大樹です。

　今日は、一般質疑の時間をいただきましてありがとうございます。

　一般質疑ということで、議事案件が裁判所の司法行政、法務行政及び検察行政、国内治安、人権擁護に関する件ということでござい
まして、今日は、まず一問目は、一問目というかその後もそうですけれども、人権擁護に関する件について質問をさせていただきたい
と思います。

　人権擁護局さんで、私の手元には、「人権の擁護」というパンフレットや、また「法務局による相談・救済制度のご案内」という資
料がございます。いろいろと御説明いただきました。こういう人権の擁護や相談、また対応、受付というものは大変重要であるという
ふうに私は認識をしております。

　以前から様々な差別、そして今、ＳＮＳでの誹謗中傷というものが広がってしまっております。こうしたところに、最初から裁判で
訴えるということもありますが、なかなかそういった点も難しいということもありますので、こういう法務省人権擁護局、法務局によ
る人権に関する相談等を受け付けるのは大変意義のある制度、そして仕組み、取組だというふうに思います。

　まず、政府参考人にお伺いしたいというふうに思いますが、法務局による人権に関する被害の申告から問題解決までの相談、救済制
度について、概略を説明願いたいと思います。

○鎌田政府参考人　法務省の人権擁護機関では、様々なお悩みについて人権相談に応じております。人権相談等を通じて、人権侵犯に
より被害を受け又は受けるおそれがある旨の申告があり、人権侵犯による被害の救済又は予防を図ることを求められるなどした人権侵
害の疑いのある事案につきましては、人権侵犯事件として調査を開始しているところであります。そして、調査の結果、事案に応じて
要請、説示、勧告などの適切な措置等を講じているところでございます。

○道下委員　今のそのような流れで、申告を受けて、また、相談、救済措置を取っているということでございますけれども、ここでち
ょっと具体的に、過去一年間の人権相談件数と類型、申告を受け付けて調査処理した件数を伺いたいと思います。

○鎌田政府参考人　令和五年において法務省の人権擁護機関に寄せられた人権相談の件数でございますが、十七万六千五十三件でござ
いました。

　類型ということですが、そのうち相談の件数が多かった類型といたしましては、住居、生活の安全関係が一万六千八百七十九件、プ
ライバシー侵害が九千九百二十二件、労働権関係が九千八百五十五件となっております。

　また、令和五年において、申告を端緒として新規に救済手続を開始した人権侵犯事件の件数は八千四百九十件でございました。

○道下委員　この点についてちょっと詳細に伺いたいと思うんですが、申告を受け付けて調査処理した件数が、今、八千四百九十件と
いうことでありましたが、その中の類型については何かこれを把握されていますでしょうか。

○鎌田政府参考人　人権侵犯事件の処理の件数、類型別の内訳についても把握しておりますが、ちょっと通告がございませんでしたの
で、今手元にございません。

○道下委員　事前のレクでは、申告を受け付けた後の類型というものは取っていないというふうに伺っていたものですから、その確認
だったんですけれども、もしそれらを類型ごとにちゃんとまとめているのであれば、後日御連絡をいただきたいというふうに思いま
す。

　次に、今回のこの人権相談に関して、昨年は十七万六千件から八千四百九十件申告を受け付けたということでありますが、その申告
を受け付けて調査し、その結果、これは救済措置が必要だというふうに決められた、決定された中における啓発、それから説示、勧
告、要請はどのように行うのか。詳細に、例えば口頭で行うとか文書を届けるだとか、いろいろとそういうやり方があると思います
が、その具体的な救済措置の方法について伺いたいと思います。

○鎌田政府参考人　先ほどの答弁につきまして若干補足しますと、人権侵犯事件の被害の申告を受けて調査を開始しなかった件数とい
うのは統計上把握しておりません。調査を開始して処理した件数、これは内訳ごとに把握しているということでございます。

　そして、お尋ねの措置の方法につきましてでございますが、法務省の人権擁護機関が講ずる措置等のうち、勧告は、人権侵犯事件調
査処理規程十四条一項三号により、文書により行うこととされており、文書により行っているところでございます。他方、説示及び要
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請の各措置については、同規程上、方法の定めはございません。事案に応じて、文書又は口頭の適切な方法により行っております。

　お尋ねの啓発は、措置ではなく、事件の調査の過程でも行い得るものでありますが、規程上、方法の定めはありませんで、事案に応
じて、啓発冊子などの資料をもって行うなど、適切な方法により行っているところであります。

○道下委員　啓発は文書、それ以外の説示、勧告、要請は口頭等いろいろ、決まっていないということでございますが、その中で、啓
発、説示、勧告、要請の救済措置をしても改善等が見られなかった場合、法務省はどのように今まで対応されているのか、伺いたいと
思います。

○鎌田政府参考人　念のため確認でございますが、勧告は文書により行うこととされておりますが、説示、要請、啓発には方法の定め
はございません。

　そして、啓発、説示、勧告などの措置を実施しても改善等が見られなかった場合どうなのかというお尋ねでございますが、人権擁護
機関の行う人権侵犯事件の調査処理は、司法機関や捜査機関のように、具体的権利の存否を確定し、強制力によって侵害の除去を図る
ものではございませんので、要請、説示、勧告等に相手方が従わなかったからといって、強制的にその内容を実現することはできませ
ん。

　というのも、三権分立の下では、人権侵害を受けた者の被害の回復や侵害の除去は、裁判、すなわち司法権による救済によってこれ
を実現するという枠組みになっているところ、裁判手続には時間も費用もかかるため、全ての紛争を裁判手続に持ち込んで解決するこ
とは現実的ではございません。

　そこで、裁判をするほどのものではない紛争については、行政が救済の手を差し伸べ、具体的な事件の調査処理を通じて、相手方を
十分説得した上、現に侵害が継続しているときはこれを自主的に排除させ、現に侵害が終了しているときは将来の再発を防止させるな
どの個別啓発を通じて、任意の手続の範囲内で迅速な解決を図る、これが人権侵犯事件の制度目的でございます。

　したがいまして、人権侵犯事件の措置では被害者にとって納得のいく結果が得られず、具体的権利の存否を確定して、被害の回復や
侵害の除去を相手方に強制したいということであれば、それは司法救済、裁判手続によっていただくということになっております。

○道下委員　法務省の人権相談における救済措置で改善が見られなかった場合は司法の場においてということでございますが、こうい
ったところもなかなか、私は救済措置で何とか改善されればいいなと思うんですけれども、それが改善されないというものもあるとい
うふうに、残念ながらあるのは事実として我々も認識をしているところでございますが、せっかく相談、救済制度を利用したにもかか
わらず改善されない、それで、改善されないものを司法の場でというのは、ある意味、今の司法、裁判手続、また費用の問題も含める
と、ちょっとハードルが高いかなというふうに思うところでございます。

　私、ちょっと具体的に伺いたいと思います。

　アイヌ民族の方々が差別的言動を受けているというふうに相談、救済制度を利用された件がございます。衆議院議員杉田水脈議員が
アイヌ民族の方々に対して差別的言動を何度も繰り返されているということで、人権侵害を受けたというふうに法務省に人権相談の申
立てをして、その結果、杉田議員は、札幌と大阪の法務局から人権侵犯の認定を受けたということでございます。ただ、その後も、Ｓ
ＮＳなどで自らを正当化する発信を繰り返されています。

　これについて、法務省の受け止めを伺いたいと思います。

○鎌田政府参考人　人権侵犯事件の事務を行う場合においては、関係者の秘密を守らなければならないとされております。

　人権侵犯の申告を受けた方には、あなたの秘密は守りますので安心して相談してくださいというふうに申し上げていますし、他方、
人権侵犯事件の調査の関係者の方々に対しても、任意の調査ですけれども、あなたの秘密は守りますから調査に応じてくださいという
形で調査をしております。

　したがいまして、その約束が守られないということになりますと、人権侵犯事件の調査に支障を来しますので、一般に、個別の人権
侵犯事件については、その存否も含めてお答えは差し控えているところであるということを御理解願いたいと思います。

　また、杉田水脈議員のＳＮＳなどでの発信についてということでございますが、個々の国会議員の言動について行政当局としてコメ
ントすることも差し控えさせていただきたいと思います。

○道下委員　政府参考人としてはそういう答弁がぎりぎりなのかなというふうに思います。
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　ただ、これは、救済申立てをした被害者側も、このような申立てをして、相談をして、そして啓発という救済措置が出たということ
は公表されていますし、その調査対象である杉田水脈議員も、これについては啓発をもらったというふうに公表しているわけでござい
ますので、これは双方が、個人情報の保護などではなくて、どちらも公表して認めているということだと思いますので、この点につい
ては、我々としてはこういった国会の場で議論しても差し支えないと私は思っております。

　こうした中で、残念ながら、杉田水脈議員は、啓発を受けた段階においても、今年の一月の記者会見において、自分自身のＳＮＳ等
で傷つかれた方がいらっしゃるのであればＳＮＳは削除するということをおっしゃっているんですが、私は、もう傷ついているから、
アイヌ民族の方が傷ついているから人権相談をしたのではないかというふうに思うんですが、この点について、参考人か大臣、どのよ
うに思われますか。

○鎌田政府参考人　一般論で申しますと、人権侵犯の被害を受けた方が、また別の事実で、既に行った被害に係る事実とはまた別の新
たな事実で人権侵犯の被害を受けた、申告したいということであれば、また改めて申告を受けて調査、救済を行うということは可能で
ございます。

○道下委員　傷ついたから人権相談をしたわけで、そして、それに対して、杉田水脈議員の受け止め方、ちょっと私は認識が違うので
はないかと。やはり、傷ついたわけだから相談して、そして、様々なマスコミにも公表して、何とか改善を求めているわけであります
よね。そうしたことを考えると、即刻、私は、もちろん公人として、やはり衆議院議員である公人として、こうした差別的言動をＳＮ
Ｓなどで発信することも含めて、これは厳に慎まなければならないと思いますし、そして、今まで載せたものは、もう傷ついているわ
けですから、即刻削除すべきだというふうに思いますが、法務大臣の見解を伺いたいと思います。

○小泉国務大臣　人権侵害の予防、そして救済、これは三つの段階があって総合的になされているものだと私は認識しております。

　一つは、一番強いのは司法による救済ですよね、原状の回復、救済。そして二番目が、我々が担当しております行政による、もっと
速やかに、任意なんですけれども、早く速やかに、経済的負担がかからずにすぐ手を打つという行政的な手を差し伸べる方法、これが
我々の人権擁護局が行っている事務ですね、作業です。最後に、やはり社会全体、社会全体で人権というものに対する意識を高め、そ
れが人権侵害への抑止になっていく、またそれが人権救済につながっていくという、社会全体の大きなムーブメント。そういうものが
折り重なって前へ進んでいく、そういうふうに思っております。

　我々が担当しているところ、まだまだ不十分かもしれませんけれども、その中で一定の役割は果たしていこうと思っておりますし、
更に積極的に活用していただきたい、そんなふうに思っております。

○道下委員　ありがとうございます。

　ただ、今大臣がおっしゃったように、司法の場と、法務省、人権擁護局で対応するところと、ちょっとまだその間が差があると思う
んですよね。申し上げたいのは、こうした繰り返される人権侵害を許さない姿勢が、司法の場も重要ですが、法務省の場でも、その姿
勢を明確にすべきではないかというふうに思われるんです。

　人権相談や救済制度の拡大、先ほどちょっと申し上げましたけれども、新たな被害があればそれでまた相談をしてくださいというこ
とではなくて、法務省が、法務局が行った救済措置で改善が見られなかった場合は、しっかりとフォローをして、法務省がちゃんとフ
ォローをした上で、法務省が行った救済措置、こういう今回の啓発だとか訓示、勧告というものが正しく相手側に理解されてちゃんと
取り組まれていないという調査をした上で、また再度こうした救済措置を発出するとか、そういったことが私は重要だと思うんです
が、大臣はどのようにお考えでしょうか。

○小泉国務大臣　法務省の人権擁護機関による人権救済の現場では、たゆまぬ努力が必要だと思います。委員がおっしゃられたような
視点を持って、隙間が生まれないように、我々がもっと力を出せるように、これは絶えず研さんを積み、また試行を繰り返していくと
いうことは重要だと思います。

　ただ、制度の仕組みとして、既に、強制力が働く司法という枠組みがございますので、我々の仕組みにも強制力をというもし御指摘
であれば、それはちょっと制度論として整合しないということは御理解をいただきたいと思いますが、我々は、この三層構造の真ん中
にいるわけですから、しっかりそれを自覚をして、なお一層取り組みたいと思います。

○道下委員　その三層構造の中では、例えば、裁判で判決が出て、ＳＮＳ削除の決定だとか出てくると思いますが、法務省の中ででき
るのは、本当に悪質であれば、法人名や個人名の公表など、そういったことができるのではないかというふうに思いますので、この点
については、是非、私も引き続き取り組んでまいりますし、法務省も御検討いただきたいというふうに思います。
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